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小金井市わかもの気候市民会議運営支援委託仕様書（案）  

 

 

１ 業務の目的及び概要  

小金井市第２次地球温暖化対策地域推進計画（令和３年３月策定、令和

８年３月中間見直し実施）において、温室効果ガスを２０３０年度までに

２０１３年度比４６％削減という目標をたてている。  

また、小金井市気候非常事態宣言（令和４年１月発出）においては、２

０５０年までに二酸化炭素排出実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ実現」

を目指しているなど、市では様々な取組みを行い、環境施策の推進を図っ

ている。 

令和７年度においては市民が気候変動対策等について議論を行い、その

議論の結果を市の環境行政運営に生かす仕組みとして、参加者同士が活発

に議論できる会議体として無作為で抽出した市民約３０人で構成される

小金井市気候市民会議（以下「気候市民会議」という。）を開催し、気候変

動対策等に関する様々な提言をいただいたところである。  

令和７年度に開催した気候市民会議においては、幅広い年齢層の方に参

加をいただいたところであるが、気候変動についてはこれからの社会に大

きな影響を与える重要な課題であり、特に若者世代の方はその影響を最も

長く受けるとも言われていることから、令和８年度はこれからの未来を担

う若者自身で気候変動について考え、将来の問題ではなく、今の問題とし

て対策を加速させ、「一人ひとりから始める意識改革」と「今すぐ行動する」

機運醸成を図ることを目的として小金井市わかもの気候市民会議（以下

「わかもの会議」という。）を実施する。  

 

２ わかもの会議の主な内容 

 ⑴ 概要説明（開催概要、趣旨説明等）  

 ⑵ 講義（気候変動問題の現状等に関する講義）  

 ⑶ グループワーク  

 ⑷ 発表（各グループで話し合った内容の発表）  

 ⑸ 総括 

 

３ 実施回数等  

 ⑴ 実施回数  

   ２回 

 ⑵ 実施日 

   令和８年８月から１０月までのうち、土曜日又は日曜日を想定  

   実施日については市と受託事業者と協議・調整を行ったうえ、決定す

る。 
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 ⑵ 実施想定時間  

   各回午後１時３０分から午後４時４５分程度までを想定する。  

 ⑶ 実施会場  

   会場使用料（附帯設備含む）は市が負担する。また、会場の予約、利

用手続きは市が行う。  

 ⑷ 参加人数、参加者の選出  

   市において選出した１６歳以上概ね２５歳までの方３０人程度を想

定（小金井市に在住、在学、在勤の方を対象とする。）。  

 ⑸ 参加者への報償  

   参加者については市の予算において、各回２千円相当のさくらギフト

カードを報償としてお渡しすることを想定する。  

 

４ 事前準備 

 ⑴ 当日のプログラムや資料の作成  

   当日のプログラムや参加者に配布する資料等については市と協議・調

整を行ったうえで決定し、作成すること。 

⑵ 講師の手配等  

  気候変動問題の現状等に関する講義や参加者の質疑応答に対応でき

る講師を事前に市と協議・調整を行ったうえ手配すること (講師謝礼等

の費用は受託者において負担すること )。 

  講義については、参加者が若年層（１６歳から２５歳程度）であるこ

と及び気候変動等についての知識等があまりない参加者が大半である

ということを想定した内容で組み立てること。  

なお、第１回目については講師の手配を必須とするが、第２回目の手

配については任意とし、市と協議・調整を行ったうえで決定すること。  

⑶ 司会・ファシリテーターの手配  

  会議全体の進行を円滑に行うことができる司会者や、参加者の発言を  

促して活発な議論を行えるよう各グループにファシリテーターを手配す

ること（司会者、ファシリテーターの謝礼等については受託者で負担す

ること）。  

 また、ファシリテーターは参加者数（３０人程度を５グループ程度（各

グループ５～６人程度）に分けることを想定）に応じて十分な人数を配

置すること。 

なお、司会・ファシリテーターについては過去にワークショップ等、

同様の事業に従事したことがある者であれば自社社員等で構成すること

も可とする。 

 ⑷ 当日のプログラムや参加者に配布する資料等の印刷等  

   市と協議・調整を行ったうえで決定した当日のプログラムや参加者  

に配布する資料等については、委託者において印刷（各回５０部）し、
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当日会場に持参すること。  

   なお、市ホームページ等でも公表を予定していることから、わかもの

会議当日の概ね１週間前を目途に電子データを市に提供すること。  

 

５ 当日運営支援  

  当日のわかもの会議においては、以下記載項目を委託事業者により行う

こととする。 

 ⑴ 会場設営補助（市の指示に従い、会場設営の補助を行う）  

 ⑵ 司会進行（総合的な司会進行）  

 ⑶ 講義等支援（講師による講義の支援等） 

 ⑷ グループワークのファシリテート  

 ⑸ 総括（会議全体の総括）  

 ⑹ 会場撤収補助（市の指示に従い、会場撤収の補助を行う）  

 

６ アンケート作成及びデータ集計  

会議内容に応じたアンケートを作成し、参加者から収集・集計を行うこ

と。 

なお、アンケートの内容については、事前に市と協議・調整を行ったう

えで決定すること。 

 

７ 各回の会議記録及び全体の報告書作成  

各回会議記録及び全体の報告書について以下のとおり作成すること。  

 ⑴ 第１回目の会議記録  

第２回目の会議の概ね１週間前を目途に作成し、第２回目の会議資料

とすること。 

   作成部数：５０部（別途電子データで納品）  

 ⑵ 第２回目の会議記録を含めた会議全体の報告書  

   第２回目の会議終了後、概ね４週間以内に第２回目の会議記録を含め

た会議全体の報告書を作成すること。 

   作成部数：６０部（別途電子データで納品）  

   なお、会議記録及び会議全体の報告書については、市民が理解しやす

い内容、表現とするとともに、ユニバーサルデザインに配慮し、可能な

限り古紙を含む再生紙を使用すること。  

 

８ 展示パネル用ポスターの作成  

  庁舎内ロビー掲示や環境啓発事業実施時に、わかもの会議を広く周知す

るため、事業実施後の報告概要ポスター（Ａ０サイズ  ２枚程度）を第２回

目の会議終了後、概ね４週間以内に作成し納品すること。   
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９ その他注意事項  

参加者用の資料の印刷及び事業に必要なペン、付箋や模造紙等の消耗品

の用意は受託者において準備すること。  

 

10 若者が市政に参加しやすくなる仕組みづくりについて  

  本事業は若者が市政に参加しやすくなる仕組みとしてもの機能も有し

ており、「地域人材発掘と育成」の課題を解決することも開催目的の一つで

あるため、以下記載内容を留意した運営を行うこと。  

 ⑴ 小金井市の若者が地域を「自分ごと化」できるアプローチを強化する

こと。 

 ⑵ 若者の居場所づくりや市政参画を推進する機会をつくり、今後の地域

人材創出の流れをつくることに取り組むこと。  

 

11 仕様書の適用範囲  

 ⑴ 本仕様書はわかもの会議実施のために行う作業方法等を定め、適正な

成果を得ることを目的とする。  

⑵  受託者は、本仕様書によるほか、契約書及び関係諸法令等に基づき、

市担当者の指示に従い誠実に行わなければならない。  

⑶ 受託者は、本仕様書に明記されていないもので、作業の性質上必要な

事項については、その処理について市担当者と協議の上で決定すること

とする。ただし、法令または慣例により履行しなければならない事項に

ついては、受託者の負担において処理しなければならない。  

 

12 受託者の義務  

   受託者は、委託作業の実施にあたり業務の目的を十分に理解したうえで、

関係法令を遵守し、本仕様書及び契約書に準拠し作業を行うものとする。 

 

13 中立性の保持  

  受託者は、常にコンサルタントとしての中立性を保持するよう努めなけ

ればならない。  

 

14 個人情報等の保護  

  受託者は、別紙「個人情報取扱特記事項」を遵守し、本契約により受託

した業務の遂行上知り得た個人情報をみだりに第三者に漏らしてはなら

ない。業務契約終了後も同様とする。  

 

15 統括責任者及び担当者 

⑴  受託者は、統括責任者をもって秩序正しい業務を行わせるとともに、

担当者については、過去に市民等と直接関連する事業等を行った実績が
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あり、十分な業務遂行能力を有する者を配置しなければならない。   

⑵ 受託者は、業務の進捗を図るため、十分な数の担当者を配置しなけれ

ばならない。 

 

16 委託期間 

  本業務の委託期間は、契約確定日の翌日から令和９年１月１５日までと

する。 

 

17 支払方法 

  本委託代金は、成果品の納入、検査合格後、受託者の書面による請求に

基づき支払うものとする。  

 

18 その他 

 ⑴  本仕様書に定めのない事項または解釈上疑義の生じる事項について

は、その都度委託者と協議のうえ、決定するものとする。  

 ⑵  本委託業務による成果品及び資料の著作権・版権は委託者に帰属し、

これについて、委託者の許可なく使用あるいは公表してはならない。  

 ⑶ 本契約の履行に当たって自動車を利用し、又は利用させる場合は、都

民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第

２１５号）の規定に基づき、次の事項を遵守すること。  

  ア ディーゼル車規制に適合する自動車であること。  

  イ  自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域にお

ける総量の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第７０号）の対

策地域内で登録可能な自動車利用に努めること。  

  ウ 低公害・低燃費な自動車の利用に努めること。  

    なお、適合の確認のために、受託者が自動車の自動車検査証（車検

証）、粒子状物質減少装置装備証明書等の提示又は写の提出を求めら

れた場合には、速やかに提示又は提出すること。  

 


